
 

 

市町村職員人材育成総合交付金交付要綱新旧対照表  

 

改  正  案 現     行 

市町村職員等研修受講費補助金交付要綱  

 

平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 

           島根県市町村振興協会要綱第３号 

 

（趣旨） 

第１条 市町村職員等研修受講費補助金（以下「補助金」とい

う。）は、県内の市町村、一部事務組合及び広域連合（以下

「市町村等」という。）の職員が職務を遂行するために必要

となる高度で専門的かつ実務的な能力や国際化に対応する

能力の向上に資すること目的として、市町村等が、自治大学

校、市町村職員中央研修所（以下「中央研修所」という。）、

全国市町村国際文化研修所（以下「国際文化研修所」とい

う。）、地域活性化センターが実施する研修や海外研修に職

員を派遣する経費について予算の範囲内において補助する。 

（補助対象経費等） 

第２条 補助金の対象とする経費、補助率及び補助対象事業者

については、次のとおり とする。 

（１）補助対象経費 

   市町村等が次のアからオに掲げる研修に職員を派遣す

るために要した経費のうち、主催者に支払う研修受講経費

自治大学校等研修機関研修受講費補助金交付要綱 

 

平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 

            島根県市町村振興協会要綱第３号 

 

（趣旨） 

第１条 自治大学校等研修機関研修受講費補助金（以下「補助

金」という。）は、県内の市町村、一部事務組合及び広域連

合（以下「市町村等」という。）の職員が職務を遂行するた

めに必要となる高度で専門的かつ実務的な能力や国際化に対

応する能力の向上に資すること目的として、市町村等が、自

治大学校、市町村職員中央研修所（以下「中央研修所」とい

う。）、全国市町村国際文化研修所等（以下「国際文化研修

所」という。）が実施する研修や海外研修に職員を派遣する

経費について予算の範囲内において補助する。 

（補助対象経費等） 

第２条 補助金の対象とする経費、補助率及び補助対象事業者

については、次のとおり とする。 

（１）補助対象経費 

   市町村等が次のアからエに掲げる研修に職員を派遣する

ために要した経費のうち、主催者に支払う研修受講経費及



 

 

及び受講旅費とする。ただし、オの海外研修については、

各市町村等１名以内とし、かつ 51 歳未満の一般職員が受

講した場合に限る。 

  ア 中央研修所が行う国内研修 

  イ 国際文化研修所が行う国内研修 

  ウ 自治大学校が行う国内研修 

  エ 地域活性化センターが行う国内研修 

  オ 国際文化研修所が行う海外研修で常務理事が適当と 

認める研修 

（２）補助率 

      前項に定める経費の 10 分の 10 以内（ただし海外研修に

ついては、上限額 40 万円） 

補助額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額とする 

（３）補助対象事業者 

      市町村等 

 

（補助金の交付申請）第３条 ～ （その他）第 12 条   

   （ 省 略 ）  

 

   附 則 

 この規程は、公益財団法人島根県市町村振興協会の設立の登

記の日（平成 25 年４月１日）から施行する。 

   附 則 

び受講旅費とする。ただし、エの海外研修については、各

市町村等１名以内とし、かつ 51 歳未満の一般職員が受講し

た場合に限る。 

  ア 中央研修所が行う国内研修 

  イ 国際文化研修所が行う国内研修 

  ウ 自治大学校が行う研修 

 

  エ 国際文化研修所及び民間旅行会社が行う海外研修で常 

務理事が適当と認める研修 

（２）補助率 

      前項に定める経費の 10 分の 10 以内（ただし海外研修に

ついては、上限額 40 万円） 

 

 

（３）補助対象事業者 

      市町村等 

 

（補助金の交付申請）第３条 ～ （その他）第 12 条   

   （ 省 略 ）  

 

   附 則 

 この規程は、公益財団法人島根県市町村振興協会の設立の登

記の日（平成 25 年４月１日）から施行する。 

   附 則 



 

 

 この要綱は、平成３１年２月１３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年３月４日から施行し、令和元年度補助

金から適用する。  

附 則 

 この要綱は、令和４年９月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和 6 年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この要綱は、平成３１年２月１３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年３月４日から施行し、令和元年度補助

金から適用する。  

附 則 

 この要綱は、令和４年９月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


